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１．認知症施策に関する基本情報
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○75歳以上人口は、介護保険創設の2000年以降、急速に
増加してきたが、2025年までの10年間も、急速に増加。
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○85歳以上の人口は、2015年から2025年までの10年間、
75歳以上人口を上回る勢いで増加し、2035年頃まで一貫
して増加。
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75歳以上の人口の推移 85歳以上の人口の推移

224 

294 

383 

494 

620 

720 

831 

1,002 1,024 
970 964 

1,029 

1,152 

0

200

400

600

800

1,000

1,200
（万人）

2



認 知 症 の 人 の 将 来 推 計 に つ い て

年
平成24年
（2012）

平成27年
(2015)

令和2年
(2020)

令和7年
(2025)

令和12年
(2030)

令和22年
(2040)

令和32年
(2050)

令和42年
(2060)

各年齢の認知症有
病率が一定の場合

の将来推計

人数/(率) 462万人

15.0％

517万人

15.7％

602万人
17.2％

675万人
19.0％

744万人
20.8％

802万人
21.4％

797万人
21.8％

850万人
25.3％

各年齢の認知症有
病率が上昇する場合

の将来推計

人数/(率)

525万人
16.0％

631万人
18.0％

730万人
20.6％

830万人
23.2％

953万人
25.4％

1016万
人27.8％

1154万
人34.3％

「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究」（平成２６年度厚生労働科学研究費補助金特別研究事業 九州大学 二宮教授）による速報値

年齢階級別の有病率について（一万人コホート年齢階級別の認知症有病率）

日本医療研究開発機構 認知症研究開発事業 「健康長寿社会の実現を目指した大規模認知症コホート研究」
悉皆調査を行った福岡県久山町、石川県中島町、愛媛県中山町における認知症有病率調査結果（解析対象 5,073人）
研究代表者 二宮利治（九州大学大学院）提供のデータより作図
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認知症施策のこれまでの主な取組
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認知症施策推進関係閣僚会議

事務局（内閣官房／厚労省）

・ 研究開発、産業促進、国際協力（内閣官房）
・ 公的施策の企画・立案（厚労省）

幹事会

・座 長）総理大臣補佐官
・座長代理）厚生労働省医務技監
・構 成 員）各省庁局長・審議官級

認知症官民協議会

○ 具体的施策等について協議
事務局：厚労省・経産省（連携）

（提言）

認知症施策推進関係閣僚会議

〇 政府の総合的な認知症対策の司令塔
・議 長）官房長官
・副議長）健康・医療戦略を担当する国務大臣

厚生労働大臣 ※その他構成員として１３大臣

ᵈ旧認知症高齢者等にやさしい地域づくり
に係る関係省庁連絡会議

認知症に係る諸問題について、関係行政機関の緊密な連携の下、政府一体となって総合的な対策を推
進するため認知症施策推進関係閣僚会議の設置をはじめ、横断的かつ実質的な推進体制を構築。

○ 施策全般

有識者会議

○ 各分野（研究開発等）

専門委員会
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認知症施策推進大綱（概要）（令和元年６月１８日認知症施策推進関係閣僚会議決定）
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２．認知症施策推進大綱の概要
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１．普及啓発・本人発信支援

＜主な内容＞
○ 認知症サポーター
・ 企業・職域でのサポーター養成講座の拡充
・ サポーターの養成 ＋ 地域の支援ニーズとつなぐ仕組みの強化

○ 認知症本人からの発信機会の拡大
・ 「認知症とともに生きる希望宣言」等の更なる展開
・ ピアサポートの支援の推進 等
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Ι ２０２０年度末 １,２００万人 （２０２０（令和２年）６月末実績 １，２６８万人）

◆２０２５（令和７）年末 企業・職域型の認知症サポーター養成数４００万人

～各種養成講座～

《キャラバンメイト養成研修》

■実施主体：都道府県、市町村、全国的な職域団体等

■目 的 ：地域、職域における「認知症サポーター養成講座」の講師役

である「キャラバンメイト」を養成

■内 容 ：認知症の基礎知識等のほか、サポーター養成講座の展開方法、

対象別の企画手法、カリキュラム等をグループワークで学ぶ。

《認知症サポーター養成講座》

■実施主体：都道府県、市町村、職域団体等

■対 象 者 ： 〈住民〉自治会、老人ｸﾗﾌﾞ､民生委員、家族会、防災・防犯組織 等

〈職域〉企業、銀行等金融機関、消防、警察、スーパーマーケット

コンビニエンスストア、宅配業、公共交通機関 等

〈学校〉小中高等学校、教職員、ＰＴＡ 等

【認知症サポーター】

認知症に関する正しい知識と理解を持ち、地域や職域で認知症の人や家族に対して、できる範囲での
手助けをする人

「認知症サポーター養成講座 DVD」
～スーパーマーケット編、マンション管理者編、
金融機関編、交通機関編、訪問業務編～

◘ⱳכ♃כの養成

サポーター数
時点更新（小
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チームオレンジの取組の推進
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︡

ステップアップ研修の
受講時にPOINT！

チームオレンジでの支援
活動ごとにPOINT！
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認知症の人本人からの発信の支援（認知症本人大使の任命）
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ピアサポーターによる本人支援の推進
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認知機能低下および認知症のリスク低減 WHO ガイドライン概要
• WHOの認知症に対する行動計画όάDƭƻōŀƭaction plan on the public health responseto dementia2017ς2025έύにおける取組の一つ。国際的な認

知症専門家のグループによって作成、2019年5月発表。（https://www.jri.co.jp/MediaLibrary/file/column/opinion/detail/20200410_theme_t22.pdf）

介入項目 推奨の概要 エビデンスの質 推奨の強さ

身体活動による介入 身体活動は、認知機能正常の成人に対して認知機能低下のリスクを低減するために推奨される。 中 強い

身体活動は、軽度認知障害の成人に対して認知機能低下のリスクを低減するために推奨してもよい。 低い 条件による

禁煙による介入 禁煙介入は、他の健康上の利点に加えて、認知機能低下と認知症のリスクを低減する可能性があるため、喫煙して
いる成人に対して行われるべきである。

低い 強い

栄養的介入 地中海食は、認知機能正常または軽度認知障害の成人に対して認知機能低下や認知症のリスクを低減するために
推奨してもよい。

中 条件による

WHO の健康食に関する推奨に準拠して、健康なバランスのとれた食事は全ての成人に対して推奨される。 低い ～ 高い
（食事の成分による）

強い

ビタミンB・E、多価不飽和脂肪酸、複合サプリメントは、認知機能低下や認知症のリスクを低減するために推奨されな
い。

中 強い（日本語版注：左記は推奨され

ない度合いが強いことを示す）

アルコール使用障害へ
の介入

危険で有害な飲酒を減量または中断することを目的とした介入は、他の健康上の利点に加えて、認知機能正常また
は軽度認知障害の成人に対して認知機能低下や認知症のリスクを低減するために行われるべきである。

中（観察研究によるエビ
デンス）

条件による

認知的介入 認知トレーニングは、認知機能正常または軽度認知障害の高齢者に対して認知機能低下や認知症のリスクを低減す
るために行ってもよい。

非常に低い～低い 条件による

社会活動 社会活動と認知機能低下や認知症のリスクの低減との関連については十分なエビデンスはない。ただ、社会参加と社会的な支援は健康と幸福とに強く結びついており、社会
的な関わりに組み込まれることは一生を通じて支援されるべきである。

体重管理 中年期の過体重、または肥満に対する介入は認知機能低下や認知症のリスクを低減するために行ってもよい。 非常に低い～中 条件による

高血圧の管理 高血圧の管理（WHOガイドラインに沿った降圧）は、現行のWHO ガイドラインの基準に従って高血圧のある成人に対し
て行われるべきである。

低い～高い
（介入の種類による）

強い

高血圧の管理（認知症のリスク低減のための降圧）は、高血圧のある成人に対して認知機能低下や認知症のリスクを
低減するために行ってもよい。

非常に低い（認知症の転
帰に関して）

条件による

糖尿病の管理 糖尿病のある成人に対して、内服やライフスタイルの是正、または両者による糖尿病の管理は現行のWHO のガイドラ
インの基準に従って行われるべきである。

非常に低い～中（介入の
種類による）

強い

糖尿病の管理は、糖尿病患者に対して認知機能低下や認知症のリスクを低減するために行ってもよい。 非常に低い 条件による

脂質異常症の管理 脂質異常症の管理は、脂質異常症のある中年期の成人において認知機能低下と認知症のリスクを低減するために
行ってもよい。

非常に低い 条件による

うつ病への対応 現在のところ、認知機能低下や認知症のリスクを低減するために抗うつ薬の使用を推奨するエビデンスは不十分である。

成人に対する抗うつ薬や心理療法を用いるうつ病治療は、現行のWHO mhGAP ガイドラインの基準に従って行われるべきである。

難聴の管理 認知機能低下や認知症のリスクを低減するために補聴器の使用を推奨するエビデンスは不十分である。

WHO ICOPE ガイドラインで推奨されているように、難聴を適時に発見し治療するために、スクリーニングと難聴のある高齢者への補聴器の提供が行われるべきである。
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【財源構成】

国 25%

都道府県
12.5%

市町村
12.5%

1号保険料
23%

2号保険料
27%

【財源構成】

国 38.5%

都道府県
19.25%

市町村
19.25%

1号保険料
23%

┘
͠ ἇ1͗Е͡

˺ ˔ ˗
֕ ˺ ˔ ₡ ֻ˗

○二次予防事業
○一次予防事業
介護予防・日常生活支援総合事業の場合
は、上記の他、生活支援サービスを含む
要支援者向け事業、介護予防支援事業。

Ӌ ˗
○地域包括支援センターの運営
・介護予防ケアマネジメント、総合相談支援

業務、権利擁護業務、ケアマネジメント支援

̑ ˗
○介護給付費適正化事業
○家族介護支援事業
○その他の事業

˺ ˔ ɵ ₡ ֻ˗
͠ ἇ1͗Е̸Ѿҭẃᾚҏ ͡

○介護予防・生活支援サービス事業
・訪問型サービス
・通所型サービス
・生活支援サービス（配食等）
・介護予防支援事業（ケアマネジメント）

○一般介護予防事業

Ӌ ˗
○地域包括支援センターの運営

（左記に加え、地域ケア会議の充実）

○在宅医療・介護連携推進事業

○認知症総合支援事業
（認知症初期集中支援事業、認知症地域支援・ケア
向上事業 等）

○生活支援体制整備事業
（コーディネーターの配置、協議体の設置 等）

┘ ͠ ἇ1͗Е͡

Ϲ
ὕ

Ѽǯֿ

˗ ǲ
訪問看護、福祉用具等

訪問介護、通所介護

ẉ

ӓ

̑ ˗
○介護給付費適正化事業
○家族介護支援事業
○その他の事業

Ấ

ἇ

◓

Ấ

ἇ

◓

ὺ ┘ ͠ ὺ 1͗И͡ ὺ ┘ ͠ ὺ 1͗И͡

Ѽ ♥介護保険制度

Ћ⁸ Ǯ
ὕ

地域支援事業の全体像（平成26年改正前後）
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住民主体の
通いの場
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̱

̭ ˔
̝
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̭ʤ˔
⁫

通いの場の数と参加率の推移 ṕ (Ṿ)Ṗ
通いの場の主な内容内訳

ṕ ( )Ṗ

ͪ ֓қ ͝
30₴↓ὕ ⁸ 515 

ˢ╥―ˣⱧỘχӡ ξΪʿᵒῐ ʾ ᶨ◦כ ›ⱧỘ
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ʾ ӽзМРзГ˔Єдрᶨ ⱧỘכ◦

ҏ ѥҏ ͠ Ấὺ ῖ ἇ ◓͡

˲∞ᾛ  ˳
⁯ʿ25̋ʺ ᾉʿ12.5̋ʺ◕ 12.5%
͍‹ ᾑ ʿ23̋ʺ͎‹ ᾑ ʿ27̋

Ẇ

（※）介護予防に資する取組への参加やボランティア等へのポイント付与 ５１５市町村

うち、高齢者等による介護予防に資するボランティア活動に対するポイントの付与 ４２６市町村 （介護予防・日常生活支援総合事業（地域支援事業）の実施状況（平成３０年度実施分）に関する調査）
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地域のあらゆる資源を活用した「通いの場」

無料送迎バスで天然温泉が通いの場
楽の湯みどり店(㈱ナカシロ）

高齢者が毎日通う喫茶店での見守り
市内７０店以上の喫茶店

第２回 一般介護予防事業等の推進方策に関す
る検討会（令和元年７月３日）豊明市 資料より
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「何をするか」ではなく、どんな刺激ある日常を送るかが重要

Ẋ

͎ʽ ☼├χ › σ ˢ . ˣ
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３．医療・ケア・介護サービス・介護者への支援

＜主な内容＞
○ 早期発見、早期対応の体制整備を更に推進

→ 連携の強化、質の向上
○ 医療従事者・介護従事者の認知症対応力の向上
○ 介護サービス基盤の整備、生産性の向上
○ 介護者の負担軽減を更に推進
・ 認知症カフェの推進、家族教室など
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認知症の容態に応じた適時・適切な医療・介護等の提供
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早期診断・早期対応のための体制整備
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βH30年度実績

認知症初期集中支援チーム

R１～は、全市町村に
設置されている。1
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徳之島町 天城町 伊仙町

人口 11,181 6,216 6,940

高齢化率 28.6% 32.6% 36.3%

圏域内の認知症疾患医療センター 0か所 0か所 0か所

市町村内のサポート医 2人 0人 0人

地域包括支援センター設置状況 直営1か所 直営1か所 直営1か所

市町村基本情報

徳之島地域チーム体制図

チーム員会議
○頻度：１回／３か月 ○会場：３町持ち回り
○事務局：会場担当町
○サポート医等の報酬・旅費：会場担当町

徳之島地区チーム員

小チーム員
会議

各町で必要に
応じて開催

・かかりつけ医
・各町地域包括
・ケアマネ
・介護事業者
・社協職員 等

必要に応じ参加

チーム設置にあたっての課題と対応等

【統一事項】
○チームで使用する
相談録、アセスメント
ツール
○事業マニュアル

【検討委員会】
○合同開催
○事務局は年度で
持ち回り

課 題 対 応 ・ 工 夫

○島内の認知症専門医、サ
ポート医の確保。（もともと医師
が少なく、ほとんどが数年単位
で異動する）

○島外の疾患医療センターの専門医に依頼。将来的には島内のサポート
医を確保できるよう研修受講を働きかけ。
○島内の主治医・医師との連携・協力体制を強化するため、できるだけ
チーム員会議等への出席を依頼。

○医療資源や専門職の数が少
なく事業委託は困難。
○町単独での設置も困難。

○直営の地域包括にチームを置き、島内３町で共同チームを構成する。
○専門医を島外から招聘するため旅費経費が通常よりかかるが、持ち回
りや他事業と抱き合わせで実施することで費用対効果を高める。

○事例が少なく限られたリソー
スの中でチーム員の専門性を
高めることが必要。

○民間医療機関等の専門職（精神保健福祉士等）に対し、チーム員や
チーム員会議参加を依頼し、多職種で検討を行う。
○３町共同で実施することで、人口が少なくても、事例が少ない若年性認
知症等の対応をチーム員会議等を通じ学ぶ。

○島外の専門医との、タイム
リーな情報共有やチーム員会
議の開催。

○３町と専門医がクラウドサービスを活用。共有フォルダに事例をアップし、
相談・助言・情報共有等を行う。
○３か月に１回島外の専門医参加によるチーム員会議を３町合同で開催し、
それ以外には必要に応じて島内の認知症サポート医を依頼し、町単位で
小チーム員会議を開催。

初期集中事業の施策的位置づけ・事業目標

○『認知症になっても、本人の想いが尊重され、住み慣れた地域で生活が続けられ、最後まで穏やか
に過ごすことができる』という、地域の目指すべき姿の実現に向け、初期集中支援事業において、医療と介
護の連携、チームケアの構築、地域支援体制、家族支援を促進する。
○初期集中支援チームにより、支援対象者本人（認知症高齢者等）の生活が安定し、穏やかに生活が続
けられるための医療・介護・地域の支援体制を作る。

初期集中支援事業導入による効果

○認知症支援に携わる人材の、アセスメントの標準化、相談対応力の向上。
○事業を展開していくことで、地域の関係者の関心が高まり、必要性が理解されることに伴い、サポート医
などの人材育成ができる可能性が高まる。
○チーム員以外の関係者に、会議（事業）に参加してもらうことで、関係者の認知症対応力の向上と、ネッ
トワーク構築につながる。
○チーム活動を「始める・動く」ことでチーム員が経験値を積み、スキルがあがり、チームの質が向上する。
（ＰＤＣＡサイクルを回すことでより良い体制の構築に繋がっていく。）
○地域課題が明確化され、地域支援の体制強化につながる。（認知症カフェ、居場所づくり、サポーター養
成、SOS訓練、専門職の研修会、etc.）

ȭɧȤɇƲ
SNSƲ
ɟɶɩ

ケース相談、
チーム員会議資料
等の情報共有

ӔӼ͒ӧạ

ῬẆ

島内の
サポート医

（H28～）

ῬК

各町の
地域包括

（社会福祉士等）

各町の
地域包括

（保健師等）

ạ נּ ὺ נּ

町内医療機関の
精神保健福祉士、
作業療法士等

鹿児島市の
疾患センター
専門医
（サポート医）

天城町
徳之島町

伊仙町
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認知症疾患医療センター運営事業
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市町村基本情報

十勝管内チーム立ち上げまでの流れと体制図

チーム設置にあたっての課題と対応等

チーム設置に向けて振興局が果たした役割・支援

○チーム設置に向けた管内の課題把握、方策の検討、委託機関の確保等。
○事業への理解・協力、人材育成を進めるため、関係機関等への説明や調整。
○コーディネーターとして、事業の立ち上げ・運営に必要な、市町村・委託先等との調整。
○事業の理解・浸透を図るイニシアチブを取りつつ、今後は市町村による自立したチーム運営とな
るよう、後方支援にシフト。

チーム設置までのプロセスにおける効果

○10市町村と委託先が合同で事業の仕組みを検討し構築していくプロセスを通じ、お互いの顔が
見える関係が構築された。

帯広市 浦幌町 音更町 芽室町 士幌町 上士幌町 清水町 池田町 中礼内村 幕別町

人口 168,276 5,023 45,207 18,895 6,234 4,908 9,784 7,028 3,951 27,310

高齢化率（%） 27.0 38.8 26.6 27.4 30.2 34.6 34.3 40.6 28.3 30.0

市町村内サポート医 4 0 0 0 0 0 0 3 0 0

地域包括 委託4 直営1 直営1 直営1 直営1 直営1 直営1 直営1 直営1 直営1

課 題 対 応 ・ 工 夫

○サポート医の確保
（H26年9月時点で管内に4名
のみ）
○サポート医の早急な養成

○地理的条件も含め、唯一サポート医が稼働可能であり、認知症の
往診も実施していた現委託先の認知症疾患医療センター（大江病院）
に振興局から協力を依頼。
○27年度新たに10名がサポート医研修を受講。

○各市町村との個別の委託
契約に伴う委託先医療機関
の負担
○特定の市町村への事務負
担

○委託契約の取りまとめ機関や方法を検討。28年度は振興局が取り
まとめることで、医療機関の負担を削減（市は独自）。29年度以降は
年度毎に当番自治体を決め、振興局は当番自治体をサポートする。
○支援対象者の状態把握は委託先が往診等で使用している様式を
活用することで、委託先の負担を軽減。

○活動内容及び使用帳票の
共通化

○10市町村と委託先が合同で活動マニュアルを作成し、各市町村共
にマニュアルに基づき活動する。（マニュアル検討：計11回）
○マニュアルの中で、使用帳票の様式も統一。

○委託内容の標準化
○共通の活動マニュアルに基づき活動することで、各市町村のチー
ム活動内容を均質化。
○そのことにより、委託料の積算根拠の統一化に資する。

○活動地域の偏在の是正

○委託先スタッフのみでチーム員を構成すると、活動地域が周辺市
町村に偏る可能性があること、チームによる支援終結後の地域支援
への適切な移行・継続を考慮し、各市町村の地域包括職員もチーム
員とし、日々の支援は包括職員が行うこととする。

振興局
説明会

協力依頼
・
受諾

課題聴取

委託先

振興局

β今後市町村
に移行

委託ニーズ調査

☿fi♃כ

管内
市町村

サポート医の
確保困難

管内唯一

振興局

管内
10市町村

10市町村が委託希望

委託先
（疾患センター）

ύ ・委託契約の方法、内容

・活動体制、マニュアル

・使用帳票 ・啓発ツール 等

【委託契約】市町村毎、28年度は振興局が取りまとめ（29年度から当番制に移行）
【チーム設置】各市町村 【活動マニュアル・啓発ツール】共同作成 【帳票類】統一
【チーム員】委託先（サポート医・医療系・介護系）＋各市町村包括（医療系・介護系）

サポート医 医療系 介護系

委託先

支援チーム（基本構成） チーム員会議

医療系 介護系

各包括

ͽ10

契約
取りまとめ

事務局

振興局

β今後市町村
に移行

委託先で不定期開催

各チーム

ɟɶɩƲ

検討委員会

市町村毎に開催

②
共
同
委
託
に
向
け
た
検
討
・調
整

①
課
題
・方
策
の
検
討

③
チ
ー
ム
設
置
・活
動
開
始

(H.28.10.1現在)

H26.9月～

運営会議

・十勝10市町村
・年2回

H27.5月

H27.7月～

H27.4月

H28.10.1締結

H28.10.月～チーム活動開始

H28.1月～

ケース相談、
情報共有等

26



ὺ ҳ ҉ѺҬ

◔▪⌐ ╢

Ẇ Ẇ ṇ ṇ Ẇ

認知症ケアに携わる人材育成のための研修
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行動・心理症状（BPSD）等への適切な対応
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【実施状況】平成30年度実績調査

・47都道府県1,412市町村にて、7,023カフェが運営されている。
・設置主体としては、介護サービス施設・事業者、地域包括支援
センターが多く見られた。

【認知症カフェの概要】

○ １～２回／月程度の頻度で開催（２時間程度／回）
○ 多くは、通所介護施設や公民館等を活用

○ 活動内容は、特別なプログラムを用意せず、利用者が主体的
に活動。講話や音楽イベントなどを開催している場合もある。

○効果
・認知症の人 Ҧ 自ら活動し、楽しめる場所
・家族 Ҧ わかり合える人と出会う場所
・専門職 Ҧ 人としてふれあえる場所（認知症の人の体調の

把握が可能）
・地域住民 Ҧ つながりの再構築の場所（住民同士としての交

流の場や、認知症に対する理解を深める場）

○ 認知症の人やその家族が地域の人や専門家と相互に情報を共有し、お互いを理解し合う場である認知症
カフェを活用した取組を推進し、地域の実情に応じた方法により普及する。

【認知症施策推進大綱：ＫＰＩ／目標】 認知症カフェを全市町村に普及（2020年度末）

7%

21%

1%29%
9%

5%

28%

ṇ

ṇ

ṇ ḱ

NPO
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カフェコーナーは町内会を中心に運営
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毎回音楽で場の雰囲気を作る
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ⅎ

ủ ⁸ ⁸ ⅝⁸ ⌂≥⁸ ─№╠╝╢ ≢⁸ ⌐⌂∫≡⅛╠╙≢⅝╢ ╡ ╖ ╣
√ ≢ ⌐ ╠⇔ ↑≡™ↄ√╘─ ╩ ╠⇔≡™ↄ₈ Ᵽꜞ▪ⱨꜞ₉כ─ ╩ ∆╢⁹

ủ ⌐ ∆╢ ╩ ⇔≡™╢ ⌐ ∆╢ ╛ ─ ╩ ∆╢≤≤╙⌐⁸ Ᵽꜞ▪
ⱨꜞכ⌂ ─☻ⱦכ◘ה ╩ ∆⁹

ủ ⁸ ─ ⁸ ─ ⁸ ⁸ ─ ╩ ∆╢⁹

ủ ─כ♃כⱠ▫♦כ◖ ⌐╟╡⁸ ─ ┼─ ╛ ⌐ ⌐ ∂╢╟℮⌐
∆╢≤≤╙⌐⁸ ╛Ɫ꜡כ꞉כ◒ ≤ ⇔√ ─ ╩ ℮⁹

ủ ⌐ ≠ↄ ─ ⌐╟╡⁸ ─ ─ ╩ ∆╢⁹

Ᵽꜞ▪ⱨꜞכ─ ה ─ ┼─ ה

＜主な内容＞
○ 日常生活の様々な場面での障壁をなくす「認知症バリアフリー」の取
組を官民で推進
・ 新たに設置した官民協議会
・ 好事例の収集やガイドライン、企業等の認証制度の検討

○ 若年性認知症支援コーディネーターによる支援を推進
○ 認知症の人の社会参加促進の取組を強化
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日本認知症官民協議会
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○全国における若年性認知症者数は３．５７万人と推計
○１８－６４歳人口における人口１０万人当たり若年性認知症者数は、５０．９人

若年性認知症数の推計（R２.3）

ƞ ֥ ƞ
Ū ˲ȋὤ ǯǵ ȆǵВ
ūֿ ֞ șדȇ֞ ҿẲ
Ŭѫ ǮǔȒѰ↓Ʋȳɶɑȷǵ
˺ȋ ǔ
ŭ ˲Ʋὤ Ǔ˧ ǮǔȒᾱḹ
Ǭǖȑ

ƞ ɋɁɆɭɶȭǬǖȑƞ
ɵɭɱȷɆɁɕǵ ֥ǵ☻Ҋș
ǦǠǦȈƲӣ ɵ˺ ɵ ɵ

ҥϐ ǵ ͜ ǲȏȒ ̱Ѱ
ɋɁɆɭɶȭ ǵ

ɵɋɁɆɭɶȭǲǑǘȒ ḸВ Ʋ
ȯɶȷ̝ ǵ σƲ ֗ᵃ

ƞ ֗ɵᵃ ƞ
ɵ ɵ ͜ ǿǵ ʹ
̝ǵ σ
ɵ̔ ȋ ǵ
ș͝ ǠȒǦȈǵɏɱɓ
ɪɁɆ̸ Ǳǰ

ǚȓȐǵ șʝ̱ ǲ ǍǦȈǲ

ר₴ ȱɶɅȡɋɶȽɶ
șֺ ↑ ǲ

若年性認知症支援コーディネーターによる関係機関との連携を通じた支援
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（主な経費内容）
・作業実施の指導・訓練に関する人件費（農家等への謝礼）や介護支援が必要な場合の人件費
・作業実施のための諸経費（器具の購入）やイベント（マルシェ）の開催
・商品の売上げは、支援の対象者である高齢者の有償ボランティアの謝金等として事業費に充てつつ、不足部分を支援

※ １市町村あたり、3カ所の実施を想定（財源の範囲内で１市町村当たり、最大5カ所まで）。

⌂
ה ⅜ ≤ ╘√ ⌐╟╢ ⁸ ─ ה ⁸ ─ ⁸ ─ ⌐ ∆╢
ה ╩ ℮⌐ √╡⁸ ⌐ ╩ ∆╢ ⌐╟╡ ╩ ∆╢√╘⌐ ⌂ ╛⁸ ⌂ⱡ►Ɫ►╩
⇔≡™⌂™ ⌐ ∆╢ ה ─ ה

ה ⅜ ≤ ╘√ ⌐╟╢ⱴꜟ◦▼ ▬ⱬfi♩─
ה ⌐ ∆╢ ╩ ⇔⁸ ≢ ∆╢⌂≥─
ה ╩ ℮√╘⌐ ⌂ ╛ ≤─ⱴ♇♅fi◓

○ 認知症を有する人をはじめとする高齢者の中には、これまでの経験等を生かして活躍したいとの声が少なくない。地域において「生きが
い」をもった生活や認知症予防等の介護予防に資するよう、認知症地域支援推進員の取組として、新たに社会参加活動のための体制整備
を地域支援事業に位置づけ、その取組を支援。

Ễ Ḳ267

社会参加活動や認知症予防のための体制整備
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ⅎ

ủ ╛ ─ ╖─ ⁸ ⁸ ⁸ ⁸ꜞⱢⱦꜞ♥כ◦ꜛfi⁸ ⸗♦ꜟ ─
⌂≥⁸ ₁⌂ ╩☺כ♥☻╛ ⌐ ╩ ╘╢⁹

ủ ─ ╛◔▪⌐ ∆╢ ה☻ⱦכ◘ה ─ ⁸ ─ ╩ ╢⁹
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╛ ─ ⁸ ╛ ─ ⌐≈⌂→≡™ↄ⁹

ủ ⌐ ╩ ∆╢ ╖╩ ∆╢⁹
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ủ ╛ ─ ╖─ ⁸ ⁸ ⁸
⁸ꜞⱢⱦꜞ♥כ◦ꜛfi⁸ ⸗♦ꜟ ─ ╩ ⌐
⁹
・ コホート研究、バイオマーカーの開発など
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「予防（研究開発）」の取組の充実
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『トライアルレディコホート（J-TRC）構築
研究』を令和元年10 月31 日より開始

https://www.j-trc.org/
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MMSE: Mini-Mental State Examination, WMS: Wechsler Memory Scale, CDR: Clinical Dementia Rating, PACC: Preclinical Alzheimer Cognitive Composite, FCSRT: Free and Cued Selective Reminding Test
* 前臨床期者：アミロイドPET等の検査等によって脳内に認知症病変が確認できるが、認知症症状が顕在化していない者。認知症発症の高リスクにある。

１万人コホート・オレンジレジストリ・ＴＲＣの概要
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−Ⱶᾓ ᴂЀШ˔Е(TRC)ᾆẕᵵ
研究目的：既存コホート等との連携により前臨床期の人の登録を促進し、

・縦断観察研究による自然歴計測・国際比較、新規技術標準化
・認知症疾患修飾薬治験参加者の同定

により薬剤治験に即刻対応できる体制を構築する。
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認知症バイオマーカー（BM）研究の現状
ü 認知症診断をより生物学に基づいたものにし、早期診断を行うためBMは必須。
ü 2018年に米国老化研究所よりBMを用いたアルツハイマー病（AD）の定義が提唱された。
ü BMを用いた治験での被験者層別化や予防戦略の策定等が今後の研究課題として検討されている。
ü 質量分析やSIMOA等の技術が応用され血液BMは大きく実用化に近づき、研究競争が過熱している。

認知症発症の
・25年前：脳脊髄液中アミロイドに変化
・15年前：アミロイドPET陽性、脳脊髄液中タウの上昇、脳萎縮
・10年前：脳代謝の低下、エピソード記憶の低下
・5年前：全般的な認知機能の低下
が生じると言われており、これらをBMによって検出する。

画像BM (MRI, Amyloid PET等）：

臨床にも普及しつつあり、確定診断に用いられる。高コストが課題。

髄液BM：有用性は確立されているが、高侵襲、簡便性が課題。

血液BM：血液検査で簡易検出する手法が開発され、現在最も研究が
推進されている。

現状

脳の中にアミロイドɓの異常蓄積がないかどうかを正確に推定
（島津製作所、国立長寿医療研究センター）

現在用いられている脳脊髄液やPETイメー
ジングの検査に匹敵する極めて高い精度の
アルツハイマー病変（アミロイドɓ蓄積）検出
法を確立し、採取が容易な血液（僅か0.5

mL）でアルツハイマー病変を早期に正確に
検出することが可能（平成30年2月）。

他にも
•米国ワシントン大学（免疫沈降と質量分析の組み
合わせ）

•スペイン（ELISE）
•オランダ（SIMOA, 超高感度ELISA）
• ドイツ（Immuno-infrared-sensor)

•台湾（immunomagneticreduction）
等で開発が進められている。
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３．最近の動向
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地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律の概要

地域共生社会の実現を図るため、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な福祉サービス提供体制を整備する観点
から、市町村の包括的な支援体制の構築の支援、地域の特性に応じた認知症施策や介護サービス提供体制の整備等の推進、医療・介護の
データ基盤の整備の推進、介護人材確保及び業務効率化の取組の強化、社会福祉連携推進法人制度の創設等の所要の措置を講ずる。

ᾊ ҏ

令和３年４月１日(ただし、３②及び５は公布の日から２年を超えない範囲の政令で定める日、３③及び４③は公布日)

ₓ

ᾊ ҏᾟ

※地域共生社会：子供・高齢者・障害者など全ての人々が地域、暮らし、生きがいを共に創り、高め合うことができる社会（ニッポン一億総活躍プラン（平成28年６月２日閣議決定））

１．地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する市町村の包括的な支援体制の構築の支援 【社会福祉法、介護保険法】
市町村において、既存の相談支援等の取組を活かしつつ、地域住民の抱える課題の解決のための包括的な支援体制の整備を行う、新たな事業

及びその財政支援等の規定を創設するとともに、関係法律の規定の整備を行う。

２．地域の特性に応じた認知症施策や介護サービス提供体制の整備等の推進 【介護保険法、老人福祉法】
① 認知症施策の地域社会における総合的な推進に向けた国及び地方公共団体の努力義務を規定する。
② 市町村の地域支援事業における関連データの活用の努力義務を規定する。
③ 介護保険事業（支援）計画の作成にあたり、当該市町村の人口構造の変化の見通しの勘案、高齢者向け住まい（有料老人ホーム・サービス付き
高齢者向け住宅）の設置状況の記載事項への追加、有料老人ホームの設置状況に係る都道府県・市町村間の情報連携の強化を行う。

３．医療・介護のデータ基盤の整備の推進 【介護保険法、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律】
① 介護保険レセプト等情報・要介護認定情報に加え、厚生労働大臣は、高齢者の状態や提供される介護サービスの内容の情報、地域支援事業の
情報の提供を求めることができると規定する。
② 医療保険レセプト情報等のデータベース（NDB）や介護保険レセプト情報等のデータベース（介護DB）等の医療・介護情報の連結精度向上のため、
社会保険診療報酬支払基金等が被保険者番号の履歴を活用し、正確な連結に必要な情報を安全性を担保しつつ提供することができることとする。
③ 社会保険診療報酬支払基金の医療機関等情報化補助業務に、当分の間、医療機関等が行うオンライン資格確認の実施に必要な物品の調達・提
供の業務を追加する。

４．介護人材確保及び業務効率化の取組の強化 【介護保険法、老人福祉法、社会福祉士及び介護福祉士法等の一部を改正する法律】
① 介護保険事業（支援）計画の記載事項として、介護人材確保及び業務効率化の取組を追加する。
② 有料老人ホームの設置等に係る届出事項の簡素化を図るための見直しを行う。
③ 介護福祉士養成施設卒業者への国家試験義務付けに係る現行５年間の経過措置を、さらに５年間延長する。

５．社会福祉連携推進法人制度の創設 【社会福祉法】
社会福祉事業に取り組む社会福祉法人やNPO法人等を社員として、相互の業務連携を推進する社会福祉連携推進法人制度を創設する。

45



現行 改正案

第五条の二 国及び地方公共団体は、認知症（脳血管疾患、アルツハイマー病
その他の要因に基づく脳の器質的な変化により日常生活に支障が生じる程度
にまで記憶機能及びその他の認知機能が低下した状態をいう。以下同じ。）に
対する国民の関心及び理解を深め、認知症である者への支援が適切に行わ
れるよう、認知症に関する知識の普及及び啓発に努めなければならない。
２ 国及び地方公共団体は、被保険者に対して認知症に係る適切な保健医療
サービス及び福祉サービスを提供するため、認知症の予防、診断及び治療並
びに認知症である者の心身の特性に応じたリハビリテーション及び介護方法
に関する調査研究の推進並びにその成果の活用に努めるとともに、

認知症である者を現に介護する者の支援並びに認知症である者の支援に
係る人材の確保及び資質の向上を図るために必要な措置を講ずることその他
の認知症に関する施策を総合的に推進するよう努めなければならない。

３ 国及び地方公共団体は、前項の施策の推進に当たっては、認知症である者
及びその家族の意向の尊重に配慮するよう努めなければならない。

第五条の二 国及び地方公共団体は、認知症（アルツハイマー病その他の神
経変性疾患、脳血管疾患その他の疾患により日常生活に支障が生じる程度
にまで認知機能が低下した状態として政令で定める状態をいう。以下同じ。）
に対する国民の関心及び理解を深め、認知症である者への支援が適切に行
われるよう、認知症に関する知識の普及及び啓発に努めなければならない。
２ 国及び地方公共団体は、被保険者に対して認知症に係る適切な保健医療
サービス及び福祉サービスを提供するため、研究機関、医療機関、介護サー
ビス事業者（第百十五条の三十二第一項に規定する介護サービス事業者を
いう。）等と連携し、認知症の予防、診断及び治療並びに認知症である者の心
身の特性に応じたリハビリテーション及び介護方法に関する調査研究の推進
に努めるとともに、その成果を普及し、活用し、及び発展させるよう努めなけれ
ばならない。
３ 国及び地方公共団体は、地域における認知症である者への支援体制を整
備すること、認知症である者を現に介護する者の支援並びに認知症である者
の支援に係る人材の確保及び資質の向上を図るために必要な措置を講ずる
ことその他の認知症に関する施策を総合的に推進するよう努めなければなら
ない。
４ 国及び地方公共団体は、前三項の施策の推進に当たっては、認知症である
者及びその家族の意向の尊重に配慮するとともに、認知症である者が地域社
会において尊厳を保持しつつ他の人々と共生することができるように努めなけ
ればならない。

ṕ Ṗ

ֻ ͜ ὑ Кὦ˺ ͪ

○ 認知症施策推進大綱（令和元年６月18日認知症施策推進関係閣僚会議決定）等を踏まえ、以下の規定を整備
① 国・地方公共団体の努力義務として、以下の内容を追加的に規定（介護保険法第５条の２）
・ 認知症の予防等の調査研究について、項を分け、関連機関との連携や、成果の普及・発展させることを規定
・ 地域における認知症の人への支援体制の整備（チームオレンジ）を位置づけ
・ 施策の推進にあたって、認知症の人が地域社会において尊厳を保持しつつ他の人々と共生することができるようにすることを規定
（※）上記の他、「認知症」の規定について、最新の医学の診断基準に則し、また、今後の変化に柔軟に対応できる規定に見直す。

② 介護保険事業計画の記載事項を拡充し、教育・地域づくり・雇用等の他分野の関連施策との連携など、認知症施策の総合
的な推進に関する事項を追加（介護保険法第117条第３項）

Ễ.
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老健局の組織及び事務分掌の改正
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̞議員立法（自民党・公明党案）として、第198回通常国会に提出認知症基本法案 概要
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